






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出所CSD研 究会 編 『建 設業 の環 境 マ ネー ジメ ン















































12.D% 晰 ㎡＼ ⑳が ㎡
加工品 製材 ・チ ・プ・その他 〉
注)デ ー タ は 「FAOYEARBOOK..(FAO)」 、 「木 材 受 給 と木 材 工 業 の現 況1993年 度 版(林 野 庁)」、 「建 設 統 計 要 覧
1993度 版(建 設 省)」 の う ち1991年 の もの を使 用 。 木 材 の 量 に 関 す る数 値 は、 丸 太 換 算 量 で示 して あ る。 数 値



















































































































































































































































































































































































































































































































































出所'CSD研 究会編 前掲 書134頁出所 日本経済新 聞1997年1月20f1号
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建 設廃 棄物 の種 類別排 出量
(平成5年 度)
図s













ア 洪 プ アル ト ・




























































































































































































































































































































































































































































家 庭 用 施 言
(8.3%)




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国 際経 営 フ ォー ラムNα8
衰11SO14000シ リー ズ の 概 要
口環境 マネ ジメ ン トシステム(EMS)(96年 発効)
●ISO14001:「 環境 マ ネジメ ン トシステムー利 用指針 付 き仕様 」
環境管理 システム規格 への適合性 を表明す るための要求事項 に関す るスペ ックで あ り、
構築 された環境管理 シス テムが審査認証の対 象 とな る。
●ISO14004:「 環境 マ ネジメ ン トシステムー原則、 システム及び支援技 術の一般指針」
環境管理 システムの一般 原則 とその適用 につ いての ガイ ドラ インで、 自}三的な内部の管
理手段 と して利 用 され る もの。審査認証 の対象 とな るものではない。
口 環 境 監 査 の 指 針(EA)
●ISO14010=「 環 境 監 査 の指 針 一一 般 原 則 」(96年 発効)
●ISO14011=「 環 境 監 査 の指 針 一監 査 手 順 一環 境 マ ネ ジメ ン トシ ステ ム の 監 査 」
●ISO14012=「 環 境 監 査 の指 針 一環境 監 査 員の た め の資 格 要 件 」
●ISOI .4014=「 初 期 環 境 レ ビ ュー の 手 引 」
●ISO14015:「 サ イ トア セ ス メ ン トの 手 引 」
口環境 ラベ リング:発 効ぱ97年 以降
類似 商品群の中か ら環境 に優 しい商品を消費者
に選択 させ、商品間の差別化 を促す方法 で、
①第3者 認証環境 ラベル、②環境 並張、
③環境 負担表示の3種 類か検 討 されている。
●ISO14020:「 エ コラベルの基本原則」
●ISO14021:「 環 境 ラベ リングー 自己宣 言 に
よる環境 主張 一用語と定義」
●ISO14022:「 エコラベルの シンボル」
●ISO14023:「 試験/検 証 方法 及び適用」
●ISOI4024:「 エコラベル 実施 方法」
[コ製品規格の環境側 面
規格作成 者に対 し、環境影響 を考慮 した規格 を
作成すべ きだとい う理念 を述べ たガイ ド。
●ISO14024:「 製品規 格 に環境 側 面 を導 入す
るためのガイ ド」
口環境パ フ ォーマ ンス評価
:発 効 は'98年 以降
環境 活動の達成度 を測 定分析、 評価 す る
方法 。
●ISO14031:「 環境 行動評価 方法」
●環境 声明書
■ ラ イ フサ イ クル ア セ ス メ ン ト
:発 効 は'98年 以 降
製 品 の 全 ラ イ フサ イクル を通 じて 、環 境
へ の 負担 が どの 程 度 あ り、 環 境 へ の影 響
を最 小 にす る 手法 を ど うす るか な どの 原







「LCA実 施 規範 」
「LCA対 象工頁目」
「LCA評 価 項 目」
「LCA向 一L評価 」






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国 際 経 営 フ ォー一ラ ムNα8
表2ESAPの 特徴 と相違 点
項 目 ICC 経団連 日建連 建設業のESAP
対象業種 一般の製造業 すべての産業 建設業
業種の ・消費材的商品が中心 ・消費材的商品が中心 ・建 設物の長期使用 ・企画・設訓業 務重視
特徴 ・特 定の顧 客を対象 ・特定顧客への助言
・固定した生産拠点 ・固定 した生産拠点 ・社会システムに関 与 ・社会 への情 報 ・提 言
・不特定の顧客を対象 ・原位置で一 品生産 ・地域 と融合 を重視
・重層構造の生産形態 ・教育啓蒙 と組織体制
項 目数 16項 目 11項 目 7項 目 9項 目
項 全般的な ・大量 に流 通す る商 ・大量 に流 通す る商 ・特 定顧 客へ一品生 ・特 定顧 客へ一品牛
目 特徴 品を意識 して商品 品を意識 して商品 産するため設計を 産するため設計を
体 設計や環境保全予 設計や環境保全予 重視 重視
系 防策を重視 防策 を重視





徴 協力会杜 ・納 入会社としての協 ・ふ れ られ て いな い ・ふれ られ て い な い ・重層請負構造のため
力会社対策を明示 協力会社対応を明示
社会との ・生産拠点周辺の地域 ・一般的に企業市民と ・原位置生産のため隣 ・原位置生産のため隣
融合 との コミュニ ケ ー ション して地域への対話と 接地域へ特に配慮 接地域へ特に配慮
を意識している 支援を意識している ・海外工事 も同様 ・海外 」二事 も同様
海外活動 ・海外事業展開は重視 ・海外事業展開は重視 ・海外事業展開は重視
緊急時 ・」揚 での事故や大量 ・一L場での事故や大量 ・周辺への緊急対応は ・周辺への緊急対応
対応 商品による悪影響 に 商品による悪影響に 比較的少ないので緊 は比較的少ないが
対し迅速に対応する 対し迅速に対応する 急時対応は全般論に 緊急時対応 を考慮
緊急時対策を準備 緊急時対策を準備 含まれている
環境政策 一一般的 な企業 とし ・一一般 的 な企業 と し ・ふ れ られ て いな い ・環境 への影響の大








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































「事業活動 のあ らゆ る 「環境 にや さ しい建 設 「建設業は環境創造産
面で環境 に配慮 し、人 技術の展開 と環境 に調 業であ り、地球環境 に
と自然 と文化の調和 し 和する空間創造を通 し 関わる環境問題に真剣
た快適環境の創造を推 て国際社会 と地球環境 に取 り組む ことが 当社
進 します 」 に貢献す る」 の存続 ・発展の必須要
件 で あ る」 「当社 が掲




で きる もの で あ り、 人
問活動と環境が持続的
に共 生す る新 しい社会
システムの実現 を目指
す 」
基本方針 として次の四 つ ぎの十項 目が掲 げ ら つ ぎの六項 目が掲 げ ち
項 目を掲 げ、それぞれ れ て い る。 れ て い る。
の行動指針 と取 り組み ・経営方針 ・環境 影響 への配慮
課題 を具体的に挙げて ・全社的推進体制 環境 に配慮 した事業活
い る 。 ・環境 保全の実践 動 を行 う とともに必要
1.口 本の 風土 ・慣 習 ・企 画 、 設計 に応 じ自主基準を策定
を前提 に快適な環境 を ・建築施行 す る。
創造する ・技術 開発 ・技術開発
1)自 然 との調和 を考 ・啓蒙 、 人材 育 成 環 境 保 全、 省 エ ネ、 省
え快適な環境 を創造す ・広報活動 資源等のための技術開
る。 その取 り組 み課題 ・社会への貢献 発 を行 な う。
として樹林地、水辺の ・環境政策への協力 ・社会へ の貢献
保全、快適 な都市、生 行動指針に基づいて 国内外機関の地球環境
活 空 間作 り、歴 史的 ・ 設定される行動計画は 保全活動の協力を検討
文化的事物の保存に努 環境問題 に関 して三つ す る。
め る。 更 に、地 球 環境 の対応 フ レーム と関連 ・情報の提供 と啓蒙
の保全 と経済活動の調 づ け られ て い る。 ユ ー ザ ー、 地 域 住 民 お
和 を実践 す る。 第一 の 対応 フ レー ム よぴ従業員への環境情











3)再 自然 化 に努 め






広 く地球環境 問題 に配
慮す る。








































調 査、LCA評 価 シ ス
テムの構築
ロ)フ ロン ・ハ ロンの
新規導入の抑制(第 一
のフ レーム)
・特定 フロン ・ハ ロ ン
は94年 度新 規導 入はな
く目標 を達成
・指 定 フ ロ ン か ら
HFCへ の 転換 技 術 シ
ステム完成
ハ)複 合加工法導入等
で廃 棄物減 量化 ・南洋















ロ)設 計 ・技術 ・開発
部門へ
緑 化推進、水環境保全










これか らの建築 に求 め
られ る環境共生技術:
建設関連 全体 で波及効






コデザ イ ン ・マ テ リア
60




用等 を挙 げてい る。
4)ポ ス トフロン等 を












応 じて環 境 に 配 慮 す
る。








用 を進 め、環境保 全に
貢献 す る。
1)省 エネ、省資源構

















強化 月間 キャンペー ン





ロ)廃 アスベ ス ト適正











VCSの 指定 フ ロン(R
-22)をR-134aに 転
換、太陽光エネル ギー











エ ネ ル ギ ー ・資源 サ イ
クル の効 率 的運 用:
コー ジ ェ ネ レー シ ョン
シス テム、 蓄 熱 空 調 シ
ス テム 、ベ ス トミッ ク
ス熱 源 シ ス テム、 ビル
1工 不ル ギー マ ネ ー ジ メ1













高 度 制 御、エ ネ ル ギ
ー、排熱利 用、先端技
術 ・新素材 の利用 を検
討 してい く。変化 にフ





定等 に よ り省資源化 を
促進 す る。










3)環 境問題 に配慮 し
た素材 の活用技 術の開
発 ・普及 に努め る。そ
のため に環境 負荷の少
































































イ クル率 を建 設汚 泥 、
混 合廃 棄物 につ い て は
40%、60%と して算 定
した)。
・95年 度 の157tの 内 訳
は以 下 の よ うで あ る。
建 設 汚泥51%、 コ ン ク
リー ト35%、 安 定 型混
合廃 棄 物4%、 管 理 型
混廃 棄物 及 び ア ス フ ァ
ル ト塊 各3%、 建 設発





材 型枠使 用量 は5,247,




型枠 の割合が93年 度 に
比 し土木、建設 とも20





















新LCAプ ロ グ ラ ム
の 」段階の開発終 了
ISOに よる国際環境 企
014000企 画 の 認 証 環境管理に関す る実情 画制定の動向に留意 し
得の方針 を検討中で 調 査 と業 界 と して の つつ同社の地球環境委
る ISO14000シ リ ー ズ 対 員会 ・環境管理専門部
応の研究会 に参加 して 会では環境管理システ
い る ムの検 討 を進めてい る
 
B
取
あ
環境管理 シ
ステム
の
三
社
に
お
け
る
環
境
保
全
活
動
に
関
し
て
比
較
対
比
す
る
た
め
表
を
作
成
し
た
。
建
設
業
界
は
環
境
問
題
に
関
わ
る
と
こ
ろ
が
大
で
あ
る
の
で
、
以
上
例
示
的
に
挙
げ
た
三
社
以
外
に
も
環
境
基
本
理
念
、
行
動
方
針
等
を
明
確
に
定
め
、
環
境
年
次
報
告
書
ま
た
は
そ
れ
に
類
す
る
も
の
を
発
行
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
多
い
。
ま
た
、
環
境
管
理
シ
ス
テ
ム
構
築
に
つ
い
て
も
、
一Qり
○
竃
O
O
O
シ
リ
ー
ズ
の
影
響
も
あ
っ
て
、
よ
り
一
層
の
努
力
を
し
て
い
る
。
な
お
、
以
上
の
表
は
日
本
国
土
開
発
株
式
会
社
:
環
境
保
全
行
動
指
針
、
環
境
レ
ポ
ー
ト
(
一
九
九
四
、
一
九
九
五
、
一
九
九
六
)、
株
式
会
社
竹
中
工
務
店
:
竹
中
Φ
レ
ポ
ー
ト
(
一
九
九
三
、
一
九
九
四
)
、
鹿
島
建
設
株
式
会
社
:
鹿
島
地
球
環
境
通
信
(<
o
一ト
b。
〕
ω
"
恥
)
、
国
コ
く
冒
O
ヨ
①
耳
幻
8
0
吋
戸
8
を
参
照
し
て
作
成
し
た
。
お
わ
り
に
我
が
国
の
建
設
業
界
に
お
け
る
環
境
管
理
の
直
面
す
る
課
題
と
し
て
、
建
設
廃
棄
物
の
適
正
処
理
と
減
量
化
、
建
設
物
の
長
寿
命
化
、
熱
帯
材
型
枠
の
削
減
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
観
点
か
ら
の
設
計
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
そ
の
中
で
も
、
現
在
最
も
優
先
順
位
の
高
い
問
題
は
、
建
設
廃
棄
物
の
適
正
処
理
と
熱
帯
材
の
使
用
量
の
削
減
の
問
題
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
ら
は
、
従
来
、
い
ず
れ
も
企
業
活
動
に
お
い
て
エ
コ
ロ
ジ
ー
よ
り
fi5
共生時代の建設業と環境 管理
も
エ
コ
ノ
ミ
i
面
を
最
優
先
し
て
き
た
た
め
に
、
引
き
起
こ
さ
れ
た
問
題
で
あ
る
。
特
に
廃
棄
物
の
処
理
に
関
し
て
は
、
中
小
建
設
業
者
お
よ
び
廃
棄
物
処
理
の
専
門
業
者
の
環
境
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
、
今
後
の
重
要
な
問
題
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
一
方
で
、
建
設
業
に
お
け
る
環
境
管
理
シ
ス
テ
ム
構
築
の
動
き
は
、
易
O
H
心
O
O
O
シ
リ
ー
ズ
の
発
効
と
と
も
に
、
活
発
に
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
し
か
し
、
HQo
O
憲
O
O
O
シ
リ
ー
ズ
が
全
業
界
に
普
遍
的
な
も
の
で
、
.建
設
業
界
固
有
の
特
徴
を
考
慮
し
た
具
体
的
な
基
準
で
は
な
い
た
め
に
、
今
後
、
当
業
界
団
体
を
中
心
と
し
た
統
一
的
な
業
界
基
準
の
作
成
が
重
要
な
課
題
と
な
る
で
あ
ろ
う
。以
上
論
じ
て
き
た
よ
う
に
建
設
業
界
で
は
、
個
別
の
環
境
問
題
に
対
す
る
単
な
る
事
後
的
処
置
に
と
ど
ま
ら
ず
、
よ
り
整
備
さ
れ
た
環
境
管
理
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
い
こ
う
と
す
る
積
極
的
な
姿
勢
が
見
受
け
ら
れ
る
。
そ
の
反
面
で
、
我
々
は
法
律
ギ
リ
ギ
リ
の
、
あ
る
い
は
法
律
に
違
反
し
た
行
為
を
日
常
茶
飯
事
の
よ
う
に
見
聞
し
て
い
る
。
建
設
業
の
環
境
保
全
管
理
に
関
し
て
は
、
こ
れ
か
ら
も
更
に
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
(
や
な
ぎ
た
ひ
と
し
/
経
営
学
部
教
授
)
注
記
ω
島
本
美
保
子
「
森
林
保
護
政
策
の
木
材
モ
デ
ル
に
よ
る
イ
ン
パ
ク
ト
分
析
の
現
状
」
慶
応
大
学
経
済
学
部
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
編
『
持
続
可
能
性
経
済
学
』
、
慶
応
大
学
出
版
界
、
一
九
九
五
、
一
四
一
頁
②
本
間
慎
『
新
版
デ
ー
タ
ガ
イ
ド
地
球
環
境
』
青
木
書
店
、
一
九
九
五
年
、
三
五
頁
偶
C
S
D
研
究
会
編
『建
設
業
の
環
境
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
す
す
め
』
ミ
ッ
シ
ョ
ン
、
一
九
九
六
年
、
=
二
'二
頁
㈲
C
S
D
研
究
会
編
:
前
掲
書
=
二
九
頁
㈲
伊
東
利
朗
監
修
『
地
球
環
境
問
題
の
新
視
点
』
オ
ー
ム
社
、
一
九
九
四
年
、
一
七
頁
㈲
伊
東
利
朗
監
修
:
前
掲
書
、
一
五
頁
ω
C
S
D
研
究
会
編
:
前
掲
書
二
〇
【
ニ
ニ
頁
㈹
野
ロ
聡
コ
環
境
管
理
と
企
業
』
化
学
工
業
日
報
社
、
一
九
九
五
年
、
九
〇
頁
㈲
建
一設
省
偏
『
平
成
八
年
版
建
設
ハ白
童
臼』
、
山ハ
八
頁
⑩
C
S
D
研
究
会
編
:
前
掲
書
一
八
頁
ω
C
S
D
研
究
会
編
:
前
掲
書
一
八
頁
働
C
S
D
研
究
会
編
-
前
掲
書
三
〇
頁
(付
記
)
本
稿
作
成
の
た
め
椙
崎
泰
明
氏
(
神
奈
川
大
学
大
学
院
)
に
お
手
伝
い
願
っ
た
。
ss
